
（注）・｢国土交通省｣    ：国土交通省（新潟県、富山県、石川県に所在する事務所）、新潟港湾空港整備事務所、 
新潟港湾空港技術調査事務所、伏木富山港湾事務所、金沢港湾・空港整備事務所 

・｢国土交通省その他｣ ：山形県、長野県、岐阜県に所在する事務所 
・｢その他の機関｣   ：農林水産省、総務省、財務省、環境省、裁判所、国立大学、国立病院等 
・｢県｣        ：新潟県、富山県、石川県 
・｢政令市｣      ：新潟市 
・｢市町村｣      ：新潟県市町村、富山県市町村、石川県市町村 
・｢民間｣       ：東日本高速道路㈱、中日本高速道路㈱、東日本旅客鉄道㈱、西日本旅客鉄道㈱、民間企 

業からの元請け業務、公益法人等（独立行政法人、地方公共法人財団法人、社団法人は 
すべて公益法人とする。） 

 
 
 

 

 
 

 
３．建設コンサルタントの受注動向 

記事提供：（一社）建設コンサルタンツ協会北陸支部 

前年度比 令和5年度 令和5年度

発注機関 地 区 （％） (10～12月) (累計)

[(A)/(B)*100] 設計解析 地質調査 測  量 合 計 設計解析 地質調査 測  量 合 計

10.0 28 3 8 39 35 217 28 49 294 390

新  潟 11.0 758 52 192 1,002 767 7,479 1,069 972 9,520 9,109

14.7 16 0 1 17 11 83 2 22 107 116

国土交通省 富  山 4.8 130 0 5 135 136 1,874 19 460 2,353 2,829

16.5 16 1 6 23 11 79 7 22 108 139

石  川 21.1 510 27 78 615 157 2,007 200 345 2,552 2,911

12.2 60 4 15 79 57 379 37 93 509 645

計 11.8 1,397 79 274 1,751 1,060 11,360 1,287 1,777 14,425 14,849

12.7 12 0 1 13 16 54 2 10 66 102

その他 14.1 306 0 23 329 400 1,208 38 146 1,392 2,341

12.7 12 0 1 13 16 54 2 10 66 102

計 14.1 306 0 23 329 400 1,208 38 146 1,392 2,341

26.5 8 0 1 9 1 18 8 2 28 34

新  潟 7.4 38 0 0 38 2 230 206 20 457 517

0.0 0 0 0 0 1 7 0 3 10 20

その他の 富  山 0.0 0 0 0 0 5 112 5 68 185 424

国の機関 5.6 1 0 0 1 4 12 2 0 14 18

石  川 1.7 3 0 0 3 45 193 49 0 242 185

13.9 9 0 1 10 6 37 10 5 52 72

計 3.7 41 0 0 41 52 536 260 88 884 1,126

14.9 112 30 6 148 189 445 109 44 598 996

新  潟 11.9 599 132 40 770 954 3,161 613 386 4,160 6,489

19.5 98 3 35 136 167 405 9 98 512 697

県 富  山 19.8 634 9 139 782 718 2,748 46 508 3,301 3,956

22.0 133 4 2 139 111 607 24 23 654 633

石  川 96.7 3,129 68 24 3,220 527 12,743 476 358 13,577 3,330

18.2 343 37 43 423 467 1,457 142 165 1,764 2,326

計 34.7 4,361 209 203 4,773 2,199 18,652 1,135 1,252 21,038 13,775

29.8 40 7 3 50 40 117 11 8 136 168

政令市 新潟市 28.9 266 66 8 341 191 845 114 89 1,047 1,181

29.8 40 7 3 50 40 117 11 8 136 168

計 28.9 266 66 8 341 191 845 114 89 1,047 1,181

13.8 33 3 26 62 85 216 22 122 360 450

新  潟 15.2 132 6 208 346 296 1,472 148 813 2,434 2,271

16.0 57 2 24 83 88 300 4 119 423 518

市 町 村 富  山 12.7 305 12 50 367 421 2,045 39 689 2,773 2,882

29.0 152 12 18 182 120 512 57 130 699 628

石  川 79.7 2,113 147 49 2,309 535 5,017 698 465 6,180 2,896

20.5 242 17 68 327 293 1,028 83 371 1,482 1,596

計 37.5 2,550 165 307 3,022 1,252 8,534 884 1,967 11,386 8,049

20.1 34 20 15 69 97 122 71 43 236 343

新  潟 17.8 196 193 40 429 605 747 422 165 1,334 2,407

21.6 11 4 7 22 33 50 14 28 92 102

民    間 富  山 10.2 31 4 7 42 116 312 49 49 409 413

27.4 49 77 10 136 130 142 211 47 400 497

石  川 14.7 204 101 34 339 343 1,375 390 188 1,953 2,303

24.1 94 101 32 227 260 314 296 118 728 942

計 15.8 430 299 81 809 1,064 2,434 860 402 3,696 5,123

15.8 255 63 59 377 447 1,135 249 268 1,652 2,381

新  潟 13.3 1,988 449 488 2,925 2,816 13,934 2,572 2,445 18,951 21,974

17.8 182 9 67 258 300 845 29 270 1,144 1,453

合    計 富  山 12.6 1,099 26 201 1,326 1,396 7,091 157 1,774 9,021 10,504

25.1 351 94 36 481 376 1,352 301 222 1,875 1,915

石  川 55.8 5,958 343 185 6,486 1,607 21,335 1,812 1,357 24,504 11,625

12.7 12 0 1 13 16 54 2 10 66 102

その他 14.1 306 0 23 329 400 1,208 38 146 1,392 2,341

19.3 800 166 163 1,129 1,139 3,386 581 770 4,737 5,851

計 23.8 9,352 818 897 11,067 6,219 43,568 4,578 5,722 53,869 46,443

国土交通省
その他

上段:件  数      
下段:受注高(百万円)

令和6年度（10～12月） 令和6年度（累計）

（Ａ）

（Ｂ）



（１）調査全体 
 調査全体での第３四半期（10～12 月）の受注において 10 月が 78％の増、11 月が 35％
の増、12 月が 133％の増となり、全体では 78％の増となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）設計解析部門 
 設計解析部門での第３四半期（10～12 月）の受注においては 10 月が 76%の増、11 月が

46%の増、12 月が 127％の増となり、全体的には 80％の増となった。 
発注機関別で見ると「国土交通省」「その他の国の機関」「県」「政令市」「市町村」にお

いて 35~158％の増となり、「国土交通省その他」「民間」においては 14~45％の減であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（３）地質調査等部門 
 地質調査部門での第３四半期（10～12 月）の受注においては 10 月に 154％の増、11 月

は 0％の横ばい、12 月に 81％の増となり、全体では 68％の増となった。 
 発注機関別で見ると「国土交通省」「県」「政令市」「市町村」「民間」において 15~125％
の増となり、「国土交通省その他」「その他の国の機関」においては 100％の減であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）測量部門 
 測量部門での第３四半期（10～12 月）の受注においては 10 月に 43％の増、11 月が 15％
の減、12 月に 223％の増となり、全体では 66％の増となった。 
 発注機関別で見ると、「国土交通省」「国土交通省その他」「県」「政令市」「市町村」にお

いて 28～449％の増となり、「その他の国の機関」「民間」においては 28~98％の減となっ

た。 
 


